
市町村財政比較分析表(平成20年度普通会計決算)
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人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額[71,449円]
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給与水準   （国との比較）

ラスパイレス指数 [100.4]

類似団体内順位

41/56
全国市平均

98.4
全国町村平均

94.6
108.0

105.0

102.0

99.0

96.0

93.0

90.0

87.0

104.0

90.3

98.7
98.5

98.4

98.098.2

H20H19H18H17H16

100.498.9

98.2

98.9
100.2

定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [4.10人]
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [10.9%]
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将来負担の状況
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
状況

給与水準
   （国との比較）

定員管理の状況

公債費負担の状況

将来負担の状況

類似団体平均

大野城市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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財政力指数
　類似団体平均を下回っているものの、ここ数年は上昇傾向にある。個人市民税の増や、市内
企業の法人市民税の伸びが要因と考えられるが、依然として大幅な景気回復とは言えず、今後
も税収確保に努めていく。

経常収支比率
　類似団体平均を下回ってはいるが、ここ数年の傾向として徐々に上昇してきている。これは、普
通建設事業に伴う市債や臨時財政対策債等の償還額が増加していることが要因である。今後
も、一般財源の枠配分によるマネジメント方式の予算編成や、本市独自の統合型行政評価シス
テムである「公共サービスＤＯＣＫ事業」を活用し、事業の選択と集中を行いながら、活力のある
まちづくりと財政の健全性の両立を図っていく。

人口１人当たり人件費・物件費等決算額
　類似団体の中で最も低く、今後も住民サービスとの均衡を失しないように配慮しながら、経常
的な義務的経費の節減に努めていく。

ラスパイレス指数
　類似団体平均を上回っている。職員構成の変動等の理由により、昨年度より1.5ポイント増と
なっている。今後も国の動向や自治体の状況を踏まえ、給与制度・運用・水準の適正化に努め
る。

将来負担比率
　充当可能財源等が将来負担額を上回っている。今後においても現在の住民サービスを低下す
ることなく、将来負担の適正化に努めていく。

実質公債費比率
　市債の繰上償還を行ったが、平成20年度は類似団体を若干上回った。臨時財政対策債の償
還金や集中して実施している都市基盤整備事業に伴う借入の償還金の増などの要因により上
昇傾向にあるが、今後とも中期的な見通しの中で適正水準の維持に努めていく。

人口千人当たり職員数
　類似団体の中で最も少ない職員数であり、今後においても住民サービスを低下させること無
く、適正な定員管理に努めていく。


